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の問題も浮き彫りにされている。
　また、高齢者の食の問題を考えるときには
地域社会の変容についても着目する必要があ
る。好き嫌いや食事の傾向など、個々人の食
習慣を形成してきた高齢者の食の志向はこれ
までの生活習慣によって培われてきたのか、
あるいは、買い物場所がなくなる、おすそわ
けなどをしていた、買い物に連れて行ってく
れた親しい人がいなくなるなど地域社会が変
容したことによって食行動スタイルを変えざ
るを得なくなったのかという過去と現在の食
生活の違いが発生している要因によっても、
支援の方向性は大きく異なるものである。と
りわけ後者の問題であれば、「高齢者の毎日
の生活で欠かすことのできない買い物・調理
等といった家事支援の必要性の判断は、対象
者の心身状態や意欲をはじめ、居住する地域
の購買施設の状況（店舗の有無、店舗までの
距離等）あるいは調理環境によって大きく左
右される」（川合　2011：54）ため、フード
デザート（食の砂漠）問題ともかかわってく
る。フードデザート問題とは、「近年の社会・
経済環境のドラスティックな変化のなかで発
生した、いわゆる社会的弱者に対する生鮮食
料品の供給システムの崩壊と、それがもたら
す健康問題」（岩間　2010：7）を指している。
特に過疎地域では、人口面（総人口の減少、
高齢化、少子化、労働力人口の減少）のみな
らず、行財政面（高齢化にともなう医療・介護・
福祉分野での財政的な支出拡大、人口減少や
経済活動の低下による財政の収入の伸び悩
み、増え続ける財政赤字）、地域の社会・経
済面（産業構造の転換による地域産業の衰退、
人口減少にともなう需要の減少によって生じ
ている公共交通の衰退と交通弱者、購買力の
低下と地元商店街の衰退に見られる買い物弱
者問題）など、地域社会の全般的なサービス
が逓減している。このようにコミュニティが
縮小していくなかで、買い物を手伝ってくれ
る友人や知人がいない、周囲から孤立してい
るため地域内でおこなわれている各種サービ
ス（配食サービス、ヘルパーなど）の存在を
知らないなど、高齢者の食生活の問題もまた
社会関係の中で変化を余儀なくされていると
いえる。高齢者の食をめぐる問題を取り上げ
るには、これまでの個へのアプローチと合わ
せて、近年、家族関係の縮小化や孤立化の中
で重要視されている高齢者と他者との関係を
表す社会関係（古谷野　2009など）を媒介と
して地域社会の変化を捉え、地域全体を支援
の対象とする包括的な視点が必要である。
　以上の問題背景から、本稿は、高齢者の加
齢による身体機能の変化、世帯構造や食習慣
および買い物圏の変化が構造的に進展するこ
とに着目して食生活に関する先行研究を整理
する中から、①食にかかわるどのような生活
課題が発生しているのか、②食を通じて他者
とどのようなつながりを形成してきたのか、
また、③どのような関係性を求めているのか
を明らかにすることを目的としている。
２．高齢者の食生活に関する研究レ
ビュー
　これまでの研究の関心は、栄養学や家政学
の分野を中心に栄養状態や健康状態の改善、
安全を目的として、摂取している食品から成
分や栄養状態をチェックしているもの、食生
活習慣、買い物・調理の方法などを明らかにし、
支援の課題を提示するものが多くみられる。
　食生活支援に関する歴史を概観すると、第
二次世界大戦後は国民の栄養改善対策として、
近年では食育を推進するために公衆衛生の視
点から栄養士による健康教育や栄養相談、保
健師の訪問活動による保健指導が果たした役
割はよく知られている。また、1959年には、
食生活の改善や健康づくりに関する普及・啓
発活動をおこなう地域住民（食生活改善普及
員）が配置された。食生活改善普及員は現在
食生活改善推進員と呼ばれている。食生活改
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善推進員は、市町村が開催する10単位（20時
間）の講座を受講し、地域の食育推進運動の
中核的役割を担うことが期待されているボラ
ンティアである。当初、推進員は女性に限定
されていたが、2012年度から男性の入会も認
められるようになった。彼女らが地域住民に
対しておこなってきた活動は自らの食生活や
健康に対する意識を向上させる効果を生み出
してきた。一方、食生活改善推進員のなり手
が不足しており、食生活改善推進員自身の精
神的・金銭的な負担があること、食生活改善
推進員が所属する食生活改善推進員会が市町
村から活動資金を受けることが難しくなって
いることなど、活動の継続性について課題が
指摘されている（鈴木　2012：岡村ら　2012）。
　1970年代後半には施設収容主義から在宅福
祉重視へと政策の変化が始まった。高齢者の
在宅福祉対策として1978年からショートステ
イ、1979年からデイサービスが開始され、ホー
ムヘルプサービスとともに在宅福祉関連の
サービスメニューの充実が進んだ。全国社会
福祉協議会でも在宅福祉サービス研究委員会
を設置し、配食サービスやホームヘルプ活動
などの事業を展開する『在宅福祉サービスの
戦略』（1979年）を発表した。これを受けて、
1980年代は高齢者世帯の在宅福祉対策を講ず
ることが要請された時代といえ、社会福祉協
議会や地域のボランティアによる配食サービ
ス事業がみられるようになった。今日では、
障がい者の就労支援をおこなうNPO法人、
株式会社等の民間企業など様々なサービス提
供主体が参入する事業へと発展している。
　2000年の介護保険施行後の高齢者の食の問
題は、石井ら（2001）が食行動における性差、
瀬戸ら（2007）が世帯構成の差異について、
とりわけ谷野ら（2007）や久保　（2008など）
は単身世帯に着目している。加えて、吉田ら
（2007）、川合（2011）は要介護認定状況との
関連について、さらに、岩間（2010）などに
よって買い物弱者の発生にともなう高齢者と
食を取り巻く諸問題等が指摘されるようにな
り、支援の必要性が強調されている。以下で
はこれらについて詳しく検討する。
（1）食生活について
　高齢者の食習慣、および栄養や健康との関
連については、次のように指摘されている。
　高齢夫婦のみ世帯および単身高齢世帯は、
外食や惣菜を利用する傾向が高いといわれて
きた（稲葉ら　1992）。特に、単身高齢世帯の
食事バランスが良好ではなく（延原ら　2001）、
食品群別摂取量やタンパク質・エネルギーの
低栄養状態が疑われるなど栄養素等の摂取
が不足しているという報告もある（齋藤ら　
1995；吉田　1993）。加えて、一日二食のみで
済ませ、三食摂らない欠食傾向にもあるという
（樋野　2002：津田ら　2002）。
　とりわけ、女性に比べて男性、夫婦のみ世
帯に比べて単身世帯の欠食率が高いといわれ
ている（石井ら　2001）。例えば、塩分・油分
を控える、野菜を食べているなど日頃の食生
活においても男性より女性の方が配慮してい
る項目が多いように（内閣府　2013）、性別や
世帯構成によって明らかな違いを指摘するこ
とができる。男性単身高齢者は、（１）食事
回数が少ない・不規則である、（２）約１割
が自分以外の身内とホームヘルパーが調理を
している（久保　2008）、（３）食事をほとん
ど作らない・出前をよく利用する・外食をよ
くしている（谷野ら　2007）。欠食率も高く、
好みや経済的な状態からおかずを選び、か
つ、既製の惣菜等の利用も多い男性単身高齢
者は、「身体的健康度は高いが社会参加には
消極的で『ふれ合い』を好まぬ傾向」にある
ともいわれている（稲葉ら　1992：53）。
　男性は、①調理、②献立、③買い物、④後
片付けの順に負担が大きいが、子や孫と同居
していれば三食食事を摂る習慣が形成されて
いる（石井ら　2001）。一方、女性は、子や孫
と同居している場合、自分以外に食事を作っ
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てくれる存在に任せた食生活になるが、単身
世帯や夫婦のみ世帯ではかなり食事に関心を
持ち、気を配っている（和気ら　1991；瀬戸
ら　2007）。女性高齢者の多くは主婦として家
庭の家事を長きにわたって担ってきた経験が
蓄積され、要支援あるいは要介護認定を受け、
歩行能力が低下しても調理能力は維持されや
すい。そのため、家族やホームヘルパー、注
文配達によって食材を調達し（川合　2011）、
栄養バランスに配慮した食生活を意識してい
るという結果が示されている（松下ら　2010：
岡村　2012）。
　ホームヘルパーやケアマネジャーという支
援者の立場から高齢者の食に関する現状と課
題をみると、三食食事をとっていない、偏食
（栄養の偏り）、食欲不足・生きる意欲が低下
している高齢者の存在を認識していた。ただ
し、支援者たちはそのような食習慣を問題で
あると捉えるのではなく「その人らしさ」と
して受け入れている（新井　2006）。
（2）食事を成り立たせる行動について
　日々の食生活を成り立たせるためには多く
の段階を経ることから、負担をともないやす
くなる。ここではそのなかでも高齢者が負担
を感じやすい買い物と調理行動についての先
行研究をまとめる。
１）買い物
　高齢夫婦のみ世帯や単身高齢世帯では、少
人数用の食事を作ることが難しく、同じもの
を何度も食べることにもなりかねない。高齢
夫婦のみ世帯を対象とした和田ら（1998）や
調査対象者の約９割が単身高齢世帯であった
石井ら（2001）の研究でも、少量買いが難し
いことや購入した物が重く、持ち帰りが大変
であることから買い物や献立の設定に負担が
あると指摘されている。買い物については、
加齢にともない自分で買い物する割合が低く
なっている。久保（2012）の調査によれば、
70歳代以下の人が自分で買い物をする割合は
85％であったが、90歳以上で約５割にまで減
少し、その代行を家族や配達、ヘルパーにし
てもらっている。また、年齢別に週単位の買
い物の頻度をみると、65〜69歳は週4.15回、
75歳以上になると週3.61回と年齢が上昇する
につれて買い物に行く頻度が減少することが
明らかにされた（樋野　2002）。
２）調理
　調理については吉田ら（2007）の調査をみ
ると、自分以外の家族が調理をしてくれるの
は、男性では９割以上、女性でも半数を占め
ている。介護度が軽度であれば自分で調理す
る割合が高いが、中度・重度になるにつれ、
家族による調理にシフトする。自分、あるい
は家族が調理を担当するほかはホームヘル
パーはおろか、近隣住民などの他者が関わっ
てくることは極めて少ない。
　これは、高齢の親の介護や看病などは子ど
もを中心とした家族関係のなかで担われ（前
田　1988など）、家族でなければサポートが難
しいニーズが食事づくりにもあることを示し
ているといえる。
　また、日本調理科学会近畿支部（2006）では、
夫・妻それぞれの立場から50代以上の男性を
めぐる食事の現状について尋ねている。男性
の半数は食事づくりをしておらず、普段はた
いてい女性（妻）が食事づくりを担当してい
る。妻が外出した際の夫の食事は、「妻が作
り置きした食事を食べる」「男性が自分で作
る」あるいは「外食する」順に多い。将来的
に妻が食事を作ることができなくなったとき
には、男性の60％は「自分で作る」と回答し
ているが、女性は「惣菜を利用する」（48％）
という回答が「（夫が）自分で作る」（45％）
とした回答を若干上回っており、男女の間で
意識の違いが見られた（１）。
　このように高齢者の調理行動をめぐって、
性差が現れるものであることが指摘できる。
栄養バランスに配慮した食事の摂り方など、
食育に関心を持たない層は女性高齢者が２割
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程度であるのに比べ、男性高齢者は３割程度、
生活習慣病の予防や健康づくりのための食生
活に関心がない層は60代男性は１割、70代で
は２割おり、年齢が上昇するにつれその割合
が高まっている（内閣府　2013）。
　2010年の国勢調査結果によると50歳代の未
婚男性は３割（31.5％）を超え、今後ますます
男性単身高齢者が増加することが予測されて
いる。また、配偶者のいない男性単身高齢者
の対人関係、とりわけ非親族との関係は著し
く脆弱であるともいわれている（西村　2004）。
男性単身高齢者が栄養バランスの整った適切
な食事を摂ることができるよう、調理スキル
の向上、料理教室や食事会を開催するなど、
食生活に対する支援と食を介した関係を構築
するための支援を同時並行的に考えていく必
要がある。
（3）食を通した他者との交流について
　先述したとおり、食に関わる行動が自立し
ているだけでは、高齢者の食生活が満たされ
たものになるとはいえない。他者と一緒に食
事をするなど食を通した交流があると、精神
的な満足感が得られるだけでなく、良好な食
事内容、健康状態にも反映される。
　高齢者は誰と食事を摂っているのか。対象
者のうち単身高齢世帯が全体の６割であった
久保（2011；2012）の調査では、一人で食事
をする割合は７割と上昇する。また、村田ら
（2003）の調査では、夕食を一人で食べてい
たのは全体の約23％であったが、この中には
単身者だけでなく家族と同居している高齢者
も含まれていた。また、稲葉ら（1992）の研
究によれば、「女性」、「一人暮らしではない
高齢者」に団らんのある食事をすることがで
きていないことが明らかにされた。
　単身高齢者が普段、食事を一人で摂ること
は想像に難くないが、瀬戸ら（2007）の調査
では、食事に対する不満の理由に「家族と会
話がない」ことが挙げられている。一方、家
族と同居している高齢者でも、家族が日中働
きに出ている場合などは一人で食事を摂らざ
るを得ない。そのような高齢者は日中も外出
することは少なく、家の中で過ごすことが多
いため（久保　2011）、日常的に孤立している
ことが危惧される。他者と交流する趣味活動
や運動などのために外出している人は規則正
しい食習慣であるが、欠食する人は活動性が
低く、家の外へ出ることが少ないともいわれ
ており、食習慣の規則性と日頃の活動性にも
関連があることが示唆される（石井ら　2001）。
　高齢者全般に対して実施した調査のなかで、
とくに単身高齢者の回答に絞って分析をおこ
なった武見ら（1997）は、別居子、親戚、友
人等との食事にかかわる行動の共有状況を明
らかにしている。その結果、男性単身高齢者
の４割強、女性単身高齢者の３割強が年に数
回しか別居する子どもと食事を一緒にする機
会はなかった。子どもが30分圏内の所に住ん
でいても、ほとんど食事をすることがない単身
高齢者も４割以上である。石田（2000）によ
れば、別居している子どもと単身高齢者の多
くは交流があるといわれているが、実際には
会う機会が少なく、電話による交流がとられ
ているという調査結果もある（笹谷ら　1992；
岸ら　1995）。子どもや孫が買い物に同行した
り、食材を購入して親元へ持参することはあっ
ても、食事を共にするケースは少ないのでは
ないだろうか。
　一方、友人とは、男性・女性単身高齢者と
もに約４割が月１〜２回の食事をしており、
約５割が外食という形がとられていた（武見
ら　1997）。地域のなかでは、高齢者の外出機
会、交流、新たな関係形成に貢献している食
事会や会食会などが開催されている所も見ら
れ、会食会を希望する高齢者の多くは「近所
の人と交流がある」人であることも明らかに
されている（村田ら　2003）。会食を希望する
割合を世帯別にみると、単身世帯が約25％、
子どもと同居が約20％であり、単身高齢者に
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加え、家族と同居している高齢者も食を通し
て家族以外の他者と交流できる機会を希望し
ていることがうかがえる。
　食を通した支え合いとしては、過疎地域
では従来よりおこなわれてきたおすそわけに
よって、希薄になりがちな近隣とのコミュニ
ケーションが図られている（岡村　2012）。特に、
近隣住民など非親族によるインフォーマルな
サポートは、日常的な声かけや見守り、孤立
や孤独死の防止、あるいは、緊急対応の際に
機能することが期待されている（山口ら　2011
など）。
（4）論点の整理
　食事には、「喫食者の健康の維持・増進、
疾病の予防と治療に必要な栄養素を、過不足
なく提供するという栄養学的側面の機能」と
「その食事が喫食者の食文化や食習慣を満た
し、自由意志による選択が可能で、おいしく、
主観的満足感や生活の豊かさをもたらすと同
時に、食事を介して人間関係の改善をはかる
など、喫食者の社会性を高める側面の機能」
があるといわれる（藤田　2001：15）。これま
での研究では、食と栄養、健康状態に関する
前者の問題が取り上げられることが多かった
といえる。塩分の摂取過多で脳卒中の死亡率
が急上昇した長野県は、県をあげて減塩の啓
発、食生活改善推進員や各地区の住民から選
ばれる保健補導員らの個別訪問によって塩分
摂取をチェックする活動をおこない、高齢者
の就業率や健康寿命の伸長に貢献したといわ
れている（七田　2010）。このように食を研究
の対象とする栄養学、家政学の立場からの個
別的・直接的な支援が高齢者個々の食生活の
改善に貢献してきたことが取り上げられてい
る。
　一方、食を通じて高齢者のQOLに着目す
る後者の問題についてはその重要性が指摘さ
れてきたが、高齢者の食の質の向上に関わる
要因については十分に検討されていない。例
を挙げると、単に「食事を楽しむ」といって
も何がそれを可能とするのか、何が不足して
いることによって達成されないのか、具体的
な提案が導かれるには至っていない。近年、
食の問題を考える際には、近くに買い物がで
きる場所がない、自分で買い物をすることが
できないなど、食事を構成する行動の面から
の検討と合わせて、その人の食生活を支える
食行動の全体性や社会関係にも着目すること
が欠かせなくなっている。高齢者がより質の
高い、満足感が高まる食生活を送る上での条
件を明らかにするには、これまで食を主な研
究対象としてきた専門的な学問領域の視点か
ら個別支援の重要性をさらに追究していくこ
とに加え、買い物や調理の状況等の周辺環境
のアセスメントと食を通じて自分以外の他者
とどのようなつながりがあるのか、また、ど
のようなつながりが必要となるのかについ
て、高齢者個人と社会全体の関係を把握する
社会福祉学的な視点が求められる。
３．考察
（1）食に関わる生活課題について
　これまでの研究レビューから、高齢者の食
に関わる生活課題は世帯構成によって共通点
や差異があるといえる。ここでは、食生活を
構成する行動のうち、買い物、調理および食
事（栄養状態）を取り上げ、世帯類型別（単
身・夫婦のみ・三世代世帯）に生活課題を整
理する（表１参照）。
１）単身高齢世帯
　単身高齢世帯の買い物や調理は、離れて生
活する子どもに依頼するケースもあるが、基
本的に買い物に出かける手段の確保、食料品
の選択、購入物の運搬などの買い物行為、調
理をすべて自分一人でおこなわなければなら
ないため、特に負担が大きくなる（石井ら
2001など）。外部サービスとしてのホームヘ
ルパーや配食サービスなどの利用率も高くは
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ない（村田ら　2002など）。そのため、インス
タント食品や惣菜を購入し、簡易な調理で済
ますことになりかねない（稲葉ら　1992）。単
身高齢世帯では調理の手間が省ける調理済み
食品を利用するため、調理時間が15〜30分
未満と比較的短時間であるともいわれている
（瀬戸ら　2007）。その結果、食の多様性が低
下して栄養状態に偏りが出たり、一日二食な
どの欠食により、栄養バランスが乱れた食生
活であることが指摘されている（延原ら2001
など）。
　しかしながら、近くに買い物ができる店舗
がなかったり、自分で買い物に行くことがで
きない人は、栄養のことまで気を配ることが
難しいのではないだろうか。誰しも食生活自
体への関心を持っており、栄養に関する知識
や健康的な食生活への情報を必要としている
高齢者が多いことを支援の念頭に置かなけれ
ばならない。加えて、家族など自分以外の人
と食事をする機会が少なく（武見ら　1997）、
特に男性単身高齢者は普段から他者との関わ
りについても少ない傾向にあるため（稲葉ら
1992など）、個別支援と地域支援を組み合わ
せた意図的な支援が求められる。
２）高齢夫婦のみ世帯
　高齢夫婦のみ世帯は、単身高齢世帯と同様、
夫婦二人分という少量の買い物や調理が難し
いことが生活課題として挙げられる（和田ら
1998など）。また、同居者がいるため、単身
高齢世帯以上に支援の目が行き届きにくく、
また先行研究も多くはないため、詳細な生活
課題は明らかにされていない。
３）三世代世帯
　三世代世帯においては、自分の他に複数の
同居者がいることで、調理をする機会が減少
して高齢者の家庭内での役割が縮小する経験
と直面しやすい。子どもや孫たちと食事を一
緒に摂る時間を調整することが難しく、実際
には高齢者が一人で食事をしていることを
指摘した調査結果もあったように（瀬戸ら
2007）、表立って指摘されにくい生活課題が
あることがわかる。
　これ以外にも、高齢者には罹患している疾
病によって摂取できる食品が制限されたり、
これまで培われてきた基本的な食のスタイル
をどのように捉えるかという課題もある。三
食摂らない食習慣が若いときから培われてき
たライフスタイルなのであれば、あえてそれ
を否定するのではなく、食に対する個別性を
尊重する視点が必要となる。
　高齢者のみで構成される世帯では、食品の
購入時に負担を感じていることが多く、単身
高齢世帯については加えて栄養状態の問題も
指摘されている。このようなニーズに対応す
るべく、主に高齢者の生活に根差してとられ
てきた以下の対応策に関する研究を取り上げ
る。
表１　世帯類型別にみた食に関わる生活課題
買い物 調理 食事
単身
・一人分の購入が難しい。
・購入した食料品の持ち運び
が大変である。
・一人分の調理が難しい。
・配食サービスなど外部サー
ビスの利用率が低い。
・家族との会話（団らん）が
ない。
・他者と食事をする機会がな
い。
・偏食傾向であるなど栄養状
態が不良である。
夫婦
・夫婦二人分の購入が難しい。
・購入した食料品の持ち運び
が大変である。
・夫婦二人分の調理が難しい。・配偶者以外と食事をする機会がない。
三世代
・調理をする機会が減る。
・子どもや孫の食べ物の嗜好
に合わせることが難しい。
・同居する家族と一緒に食事
をする時間が合わない。
出典：これまでの先行研究を世帯別にまとめたものを筆者が作成。
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１）配食サービス
　1980年代以降、住民参加型在宅福祉サービ
スのメニューの一つとして取り組まれたこと
をきっかけとして、健康の維持および社会的
孤立や孤独感の解消、安否確認を目的におこ
なわれている。その後、担い手は社会福祉協
議会やNPO団体、民間企業にまで広がりを
見せている（新井　2006）。しかし、安否確認
を一つの機能としているにもかかわらず、緊
急連絡先を把握できていない事例もある（小
伊藤ら　2007）。加えて、一人暮らしや要支
援や要介護認定を受けている高齢者の利用
割合は１割程度であり（村田ら　2002：久保
2009）、配食サービスの利用者は近隣との交
流が少ないともいわれている（久保　2009）。
　自分一人や夫婦二人分の買い物や少量の食
事づくりが難しいなど、特に負担が立ち現れ
やすい単身高齢者や介護を要する高齢者への
配食サービスの普及が進んでいないことがう
かがえるが、１日２回食事をとる人の夕食（岡
井ら　2004）やあまり調理をせず惣菜を購入
する男性（川合　2011）には、配食サービス
が利用される傾向にある。
２）ホームヘルプサービスによる家事援助
　介護保険制度の中には食事を提供するサー
ビスはないが、ホームヘルプサービスのなか
の生活援助が食事（調理）に関連する項目と
して位置付けられている。だが、介護報酬上
の報酬単価は生活援助よりも身体介護の方が
高く設定されているため、延原ら（2001）は、
ホームヘルプサービスを利用していても食事
バランスが悪かった理由として、報酬の高い
サービスが提供されやすく、食事にかかわる
援助を十分におこなうことができなかったの
ではないかと指摘している（２）。
３）買い物バス
　店舗への空間的近接性（物理的距離）を高
めるために、1990年代以降、全国各地で地域
住民に金銭的な負担を求めて送迎サービスを
実施するコミュニティバスやオンデマンドバ
スが登場している。コミュニティバスは行政
や地域住民が主体となり、当該地域内の交通
空白地域や不便地域の解消、利便性向上のた
めに一定の地域内を運行するバス（国土交通
省　2006）、オンデマンドバスは利用者の外出
目的（ニーズ）に合わせて目的地までドアトゥ
ドアで利用することができ、同様の外出先へ
向かう住民を乗合させて運行するバスを指し
ている（東京大学オンデマンド交通プロジェ
クト）。買い物や通院手段が乏しい地域に居
住している住民の足としてその有効性が評価
されているが、運行継続を可能とする資金の
確保、タクシーやバスなど他の移動交通機関
との利害関係等の問題が指摘されている（田
中　2010）。
４）自家栽培
　津田ら（2002）の調査によれば、過疎地域
の高齢者の８割は家庭菜園を持ち、自ら野菜
類を作っているという。作ったものは自分で
食べるほか、近隣におすそわけ、別居する子
どもや親戚、知人に配送されている。高齢者
にとって家庭菜園を持つことは、自分の食材
を得るという食材調達の意味合いだけでな
く、近隣住民とのコミュニケーションを図る
手段ともなっている。また、菜園の手入れの
ために体を動かすことが自らの健康づくりに
もなる効果を生み出している。
（2）食を通じた高齢者と他者とのつながりに
ついて
　高齢者の社会関係のなかでも子どもは、病
気や介護の世話に加え、買い物や調理などの
手段的サポートを提供することが比較的可能
な立場にある（石田　2000；古谷野　2009など）。
だが、子どもが別居している場合は、一緒に
食事をすることはあまり多くはない（武見ら
1997）。
　高齢者と近隣住民の間で取り交わされる食
を通じたつながりとしては、おすそわけが多
い（津田ら　2002；岡村　2012）。古くはしょ
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うゆやみそなど調味料類の貸し借りも日常的
におこなわれており、近所づきあいを円滑に
するツールとも捉えられる。また、時に一緒
に外食することはあっても（武見ら　1997）、
互いの家で食事をする、あるいは、食事づく
りを頼みあうまでの間柄にまではなかなか発
展しにくい。
（3）必要とされる関係性について
　高齢者は世帯類型に限らず、一緒に食事す
る相手を求めていることがわかる。子どもや
孫と同居していても、食事をするときは高齢
者が一人であることも多い（久保　2011）。そ
れは、形式的なものではなく、楽しみや満足
感をともなうものでなければ、団らんが生ま
れるとは言い難い。
　また、家族以外の近隣住民や友人と食事を
する機会を得たいとする要望がうかがえる
（村田ら　2003）。
４．結論と支援の課題
（1）結論
　食べることは買い物・調理等の行為を伴い
（川合　2011）、献立や買い物、料理や後片付
けなどの一連の作業を必要とする継続した生
活行為である（久保　2011：岡村　2012）。そ
れ故、まず高齢者の食生活を支える基盤とな
る食材を調達（購入）する手段が提供されな
ければならない。だが、生鮮食料品店への近
接性が向上されたら問題が解決されるという
わけではない。店舗が近くにできても、高齢
のために足腰が弱くなり、そこまで向かうこ
とができない人もいるのが現状である。そこ
で、近年、配食サービス、移動販売などのア
ウトリーチ型のサービスメニューとの併用は
必須なものとなっている。
　今後の研究課題として、高齢者が食材を調
達するための手段を入手できることと食材を
使って自ら調理ができるようになる「食の自
立」のための支援、それと同時に、「自立し
た個人の生活」のなかで、他者と交流し、食
事を楽しむ機会の支援が必要であることを改
めて指摘したい。
（2）支援の課題
　今後の支援の方向性としては、社会福祉学
的視点に基づいた個別支援と地域支援を包括
的・総合的におこなうことが求められる。個
別支援の方法には、（1）健康に配慮した食品
の選択や調理についてなど、高齢者の栄養に
対する知識をさらに向上させるための保健・
福祉専門職による個別・具体的な情報提供、
（2）高齢者の食生活は、食材の購入→調理→
配膳→摂食→後片付けのサイクルから成り
立っていることを踏まえ（久保　2012）、一つ
一つの段階において高齢者のできること（ス
トレングス）を生かした支援をおこなうこと、
（3）手続き上の問題でいうと、介護保険サー
ビス利用時（ケアプラン作成時）のアセスメ
ントと食の自立支援のアセスメントは実質別
建てになっていることから、対象者の生活の
全体性を踏まえた視点から、総合的な把握が
必要である（小伊藤ら　2007）。
　また、食の福祉的支援に反する政策的課題
点として、東京都社会福祉協議会の「地域福
祉推進に関する提言2007」の中で「改正介護
保険法や、障害者自立支援法などにおける食
費の自己負担化をはじめとする制度施策の動
向とともに、食の福祉的支援の社会的な位置
づけが大きく揺らいでおり、その結果、利用
者のQOLの中心ともいえる食生活に大きく
影響を与えている」と指摘されている。公助
から共助、互助へ、ますます地域での取り組
みに期待が寄せられる中、地域支援の視点か
らみた支援課題については、食を通じた「社
会関係の再構築」に向けたアプローチが重要
である。具体的には、サロン活動、会食や食
事会、コミュニティレストランの実践など、
食を媒介とした拠点の整備とそこでの関係づ
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くりが問われることになる。
付記
　本稿は、2012年度　公益財団法人　ひと・
健康・未来研究財団による研究助成を受けて
取り組んだ成果の一部である。また、北海道
内の２つの過疎地域（歌志内市および奥尻町）
の高齢者のみ世帯（高齢夫婦のみ世帯および
単身高齢世帯）を対象とした食と健康習慣に
関する留置アンケート調査を実施している。
アンケートでは、本稿において問題提起して
きた他者との交流や社会活動と「食の自立行
動」の関連を検討課題としている。
　調査に際しては両地区の関係者に多大な協
力を受けたことに厚くお礼申し上げます。
注
（１）男性が作ることができると思っている調理
は、「焼くだけ」「炒めるだけ」という比較的単
純な動作であって、なおかつ材料の種類が少な
いものに限られる傾向にあることが指摘されて
いる。
（２）2003年の介護報酬が見直しのなかで、高齢
者の自立、在宅生活を支援する観点から、訪問
介護は身体介護と生活援助に分けられた。生活
援助に含まれる調理は、①利用者が単身である、
②利用者の家族等が障害や疾病、その他の理由
により家事をおこなうことができない場合に利
用できる、とされている。
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